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消費者教育の推進

学習機会の拡充
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消費者力向上講座の開催

消費生活
センター

○ 下表のとおり全5回の連続講座「消費者力向上

講座」を開催しました。

開催 日時・テーマ 講 師

8月 23日 (火 )13:30～ 15:00

消 費 者 契 約 に関する法 律

「一緒 に学 ぼうくらしの 契 約 」

弁護士

赤 松 純 子 さん

9月 13日 (火 )13:30～ 15:00

消 費 者 被 害 の 実 態 に学 ぶ

「悪 質 商 法 の手 口と対 処 法 」
純 子 さん韓椰

10月 1日 (土 )13130～ 15:00

あなたの生活を豊かにする
「上手なライフプランの考え方」

大阪府金融広報委員会

金融広報アドバイザー

田 中 千 香 子 さん

10月 15日 (土 )13:30～ 15:00

自分で見極める
「食品の安全性と食品表示の読み方」

日本消費生活アドハ・イサ
・―コンサルタント協会

西日本支部 食生活研究会代表

田畑 r41子 さん

10月 25日 (火 )13:30～ 15:00

環境 問 題 について

「リサ イクル は

'肖

費 者 か ら」

堺市消費生活協議会

会長

山口 典子さん

※9月 3日 (土 )に開催を予定していた『金融商品基礎知識「金融トラブルに陥らない

ためにJ(講師 :大阪府金融広報委員会金融広報アドバイザー 市田雅良さん)』 は、

台風のため中止。

024年度も消費者のニーズに即したテー
マで連続講座を開催します。市民の消費者問題についての意識を高め、その

自立を支援するため、市民向けの連続講座を開催
します。
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専門的出前講座の実施

消費生活
センター

○ 市内大学において、弁護士を講師として消費言

関連法や諸制度についての講座を行いました。(1

大学で1回開催。)

○ 市内の各大学に働きかけ、学生に対

する講座を実施します。○ インターネット、建築、法律に関するものなど、専門
的な内容の出前講座を、専門家や関係機関の講師
を派遣して行います。



② ,肖費者教育の内容の充実
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1

小学校家庭科及び中学校技術・家庭科 (家庭分野)に
おける消費者教育の実施

教育セン

ター

(計画策
定時の表
記は「教
務担当」)

○ 平成23年度は,中学校技術。家庭科近畿大会
(大阪大会)において,本市は家庭分野「D身近な消
費生活と環境」内容で取り組みを実施し,上野芝中
学校を会場として発表を行いました。主な取り組みと

成果は以下の3点です。

・ストーリー性のある年間指導計画および指導と評
価の計画を作成し実施しました。適切な消費行動を
とる必要性についての理解が深まりました。
・問題解決的な学習活動を設定して授業を行うこと
により、消費者問題を身近なこととしてとらえ、主体
的に対処しなければならないという意識が高まりまし

た。
・言語活動を重視した授業については、ワークシート
の記入やグループでの話し合い、ロールプレイング

を取り入れました。これらの活動を通して、課題を意
識して自ら考え説明し表現することで、自覚ある消

費行動の基礎を培うことができました。

○ 教職員向けに「インターネット・携帯電話の安全

な使い方」研修を消費生活センターと共催しました。

○ ガヽ中学校の家庭科において,消費者
教育をすすめます。
○ ヤ肖費者教育は社会の変化と密接な関
係があるので,指導法の研究をすすめま
す。

学習指導要領改訂にともなって、「身近な消費生
活と環境」が、小。中学校の家庭科の学習内容の改
善点として示されたことに基づき、社会において主
体的に生きる消費者をはぐくむ視点から、消費の在
り方及び資源や環境に配慮したライフスタイルの確
立をめざした消費者教育を推進します。

○

2

中学生向け啓発冊子の配布

消費生活
センター

○ 堺市内の各中学校の1年から3年の全生徒に、

若者が陥りやすいIT関連のトラブル事例を取り上げ

分かりやすく解説、指導者や保護者とともに考える

構成の消費者教育用資料を配布しました。

024年度は市内中学校の新1年生に対
して、消費者教育用資料を配布します。○ 中学生向けの啓発冊子を市内の中学校に配布す

る等、消費者教育用資料の充実を図ります。

3

教員に対する研修会の開催

消費生活
センター

○ ヤ肖費者教育担当教員を対象に研修会を開催し

ました。

(翻
―ネット携帯電話の安全な使助

(参加者数)
38メ、

024年 度もり|さ統さY自賀石裂肩但ヨ泊
を対象に研修会を開催します。

○ 学校における消費者教育を充実させるため、教員
を対象に研修会を開催します。
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4

堺市消費者啓発員に対する研修の実施

消費生活
センター

○ 最近の相談事案の傾向等を記載した資料や、

啓発用に作成した冊子等、参考資料の送付を行い

ました。

○
に
す

引き続き参考資料の送付を行つととも

必要に応じて研修の実施を検討しま○ 堺市消費者啓発員に対して研修を実施し、出前
講座の内容の充実等を図ります。

≪3消費者被害の救済≫
(1)苦情の処理

① 相談員による助言・あつせん
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1

専門相談員による助言、あつせん

消費生活
センター

○市民からの消費生活相談に対し、専門相談員に
よる助言やあつせんを行い、その角牢決を図りました。

【消費生活相談件数】… 6,234件

【処理結果内訳】

‖I驚警時嫌 錫 ‖‖‖‖‖‖1市 1耐格り|11「 liill‖‖1些些

1)助言

2)あつせん らっせん率157%(政令指定都市平均68%)

3)他機関紹介

4)その他 消費者からの情報提供など

【あっせん処理状況】… 角牢決770件、不調110件
(あっせん解決率87.5%)

【相談の概要】
(別紙 「消費生活相談の状況」を参照)

○複雑多様化する消費生活相談に迅速・

的確に対応するため、専門相談員の専門

的知識の向上をはじめとした相談体制の

一層の強化を図ります。

○消費生活相談の内容を分析し、効果的

な啓発や事業者指導につなげます。

消費生活センターに寄せられた消費生活相談に

対し、消費生活に関する専門的な知識を有する専
門相談員による助言やあつせんを行い、また、必要
に応じて関係機関等とも連携し、迅速かつ的確な解
決を図ります。

○

2

特別 (サラ金)本目談の実施

市民人権
総務課

○ 毎月第 1・ 3金曜日(祝休日除く)に堺区役所で

実施しました。
平成23年度実績 38件

○ より市民ニーズに即した相談鰤 Jとな

るよう、これまで堺区役所のみで実施して

いた当該相談業務については、平成24年

度から、全区役所で実施している法律相談

の中で、相談を受けることができるよう変更

しました。

○ サラ金クレジット等消費者金融業者を利用して、返
済に困つている市民 (多重債務者)の相談を受け、
生活再建の適切な助言を行います。
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② 本目談員の専門的知識の向上
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1

専門的知識向上のための研修への参加

消費生活
センター

〇 専門相談員の消費生活相談に要する専門的知
識の向上を図るため、大阪弁護士会 (11回 )や国民
生活センター (7回 )、 大阪府 (11回 )等の関係機関
が開催する各種研修会へ参加しました。

○ 複雑多様化する消費生活相談に迅
速・的確に対応するため、引き続き、専門
相談員の専門的知識の向上を図ります。

○ 専門相談員が、消費生活相談に要する専門的知
識の向上に関する研修へ参加し、相次ぐ新たな課
題や関係法令の改正等に適切に対応できるようにし
ます。

2

相談アドバイザーの活用

消費生活
センター

○ 相談員の実務能力の向上を図るため、専門的
知識・知見を有する弁護士等を講師として、職場研
修会を実施しました。
【主なテーマ】

主なテーマ 講師

質貸借契約に関する法律とトラブルについて 弁護士

クレジットカードの仕組みと決済代行業者の位置付け 電子決済関係の専門家

相談事例検討 弁護士(年 3回開催)

○ 相談員の実務能力の向上を図り、複雑
多様化する消費生活相談に迅速・的確に

対応するため、引き続き、専門的知識・知

見を有する専門家を活用し、相談事案の

傾向等に即した研修会等を開催します。

弁護士、建築士、IT技術者等の専門家を活用し、
専門的知識を要する相談への相談員の対応能力を
高めます。

3

相談用機材口資料の充実

消費生活
センター

○ 消費生活相談の迅速・的確な解決を図るため、
法律や判例、制度の解釈に関する書籍等、相談員
の専門的知識や実務能力の向上に資する資料の充
実を図りました。

○ 法律や制度の改正、新たな手日の消

費者被害の発生等、必要に応じて資料の

充実を図ります。
○ 消費生活に関する図書等や相談に使用する機器
等を充実させ、消費生活相談体制の強化を図りま
す。
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③ 関係機関等との連携
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1

情報の共有等

消費生活
センタ∵

○ 消費生活センターに寄せられた相談事案のう
ち、被害の拡大が見込まれる等、緊急に注意喚起
が必要なものについて、その手口や注意すべき点を
「緊急消費生活相談情報」として、各区役所、市内

警察署、関係団体に情報提供し、被害の拡大防止

を図りました。
(主な注意喚起情報 )

・訪問買取について

「過去の被害額を取り戻す」という連絡 (2次被害)について

・社債、未公開株、ク
・
リーンシート株等の不審な投資話について

・医療機関債の勧誘について

○ 詐欺が疑われる投資勧誘などの相談事案に関
して、関係機関に対して当該取引に不正利用されて
いる口座の凍結依頼を行い、被害拡大防止を図りま
した。

○ 消費生活センターに寄せられた相談情報につ
いては、PIO―NETへ速やかに入力し、消費者庁等
へ情報伝達しました。また、身体に重大な危害が生
じたような「重大消費者事故等」に該当する相談事

案については、消費者安全法の規定に基づき、消
費者庁に即時に通知しました。

○引き続き緊急に対応が必要な相談事案
等については、各区役所や市内警察署等
と連携して注意喚起を行う等、被害の未然
防止・拡大防止を図ります。

○

○

○

消費生活センターで受けた相談や国・府等からの

情報を速やかに収集し、市内警察署・各区役所等と
情報を共有しながら、消費者被害の未然防止・拡大
防止に努めます。
被害拡大が想定される場合は、緊急に市内警察
署・庁内関係課と連携し、対処法を検討します。
消費生活センターに寄せられた相談情報を、全国
消費生活ネットワークシステムに早期に入力・確認
すること等によつて、消費者庁、国民生活センター

等へ速やかに情報伝達します。

2

警察署との連携

消費生活
センター

○「堺市内警察署・堺市立消費生活センター連絡
会議」を開催し、生活経済事犯の現状に関する情報
共有や、相談事例に基づく問題の提起と対策の検
討を行いました。
(主なテーマ)
・悪質な事業者の口座凍結について
。詐欺的な金融投資事案について
。貴金属等の訪問買取業者に )́いて

○ 弓|き続き消費生活センターと「ll肉警祭

署の連携強化を図り、被害の救済や未然

防止・拡大防止に努めます。
○ 市内警察署との連絡会議を随時開催する等、消
費生活センターと警察署が相互の役割を明らかに
し、連携強化を図ることにより、被害の救済や未然防
止・拡大防止に努めます。
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3

多重債務問題に関する関係機関との連携

消費生活
センター

○ 深刻な社会問題である多重債務問題に対応する
ため、以下のような関係機関との情報交換や啓発活
動、救済に向けた取組等を行いました。
●返済困難者対策に関する担当者会議 (近畿財
務局、大阪府、府内市町村)において、国や府内の
相談状況や解決に向けた取組 (市1度 )等について情
報交換。
●広報紙への啓発記事掲載や庁内収納窓口への
啓発ポスター掲示等、被書の防止や相談の掘り起こ
しを図るための取組を実施。
●消費生活センターに寄せられた相談に関して
は、債務整理の方法等の助言を行い、法テラスや弁
護士会等の関係機関を案内するとともに、必要に応
じて庁内福祉部局等につなぎ、被害の救済を図つ
ています。

○ 弓|き続き、関係機関との情報交換や、
関係部局とも連携し、適切な相談機関につ

なぎ、救済に向けた取組を推進します。
多重債務問題に関して、1大阪府多重債務者対策
協議会」等の会議を通じて関係機関との間で情報
交換を行うとともに、庁内関連部局とも連携し、適切
な救済を図ります。

(2)あっせん、調停

① ,肖費生活審議雀消費生活審議会によるあつせん口調停

:罰IШI鰹1薇ぱ製携
浚 1  量軋 甚曇‖‖1形多藝翌多‖‖‖1奎多‖1鰯 1名 |:

会のあつせん。調停に付託すべ

事案が生じた際には、速やかに手続きを行
います。

活審議会によるあつせん、調停

消費生活
センター

な専門知識を要するなど、○ 高度な専門知識を要するなど、消費生活センター
における専門相談員による苦情処理では解決が困
難な事案について、有識者で組織された堺市消費
生活審議会のあっせん、調停により解決を図りま
○ す。
あっせん、調停により得られた合意で定められた
義務を事業者が履行しない場合には、消費者から
の申し出に応じて、履行状況について調査し、事業
○ 者に義務の履行を勧告します。
同種被害の防止とその救済のため、あつせん、調
停の経過及び結果を公表します。
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【重点施策以外の施策】

≪1消費者の権利の尊重 ～消費生活の安全口安心の確保～≫
(1)危害等の防止

① 食の安全性の確保

翻 1画覇戟馘鱚iⅢI塾響螂|

な取扱い等について監視指導を継続する
とともに、関係法規の改正等の情報は、遅
滞なく関係者及び消費者へ周知するよう努
めます。

○ これまでの検査項目に加え、生食用食
肉の検査、生食用鮮魚貝類の寄生虫検査

および食品中の放射性物質検査を実施す
る予定です。

○ 平成23年度に患者数が100名 を超え
る食中毒が2件発生したことを受け、大規
模食中毒事件の発生時に備え、調査に係

る人材の育成および連絡体制の強化を図

ります。

R脳鼈 鍮 驚 護 畢聯

した。

扱いの徹底を指導しました。

発防止に努めました。

品関係の監視指導

食品衛生
課

施設に対して、食品衛生監視員が定期
的に立入調査を行い、食品の衛生的な取扱い、施
設設備の衛生管理、各種記録の作成・保存状況等
について監視指導を行います。
市内で製造、流通、販売されている食品等につい

て、食中毒菌、食品添加物、残留農薬などの検査を

行います。
食中毒等の健康被害が発生した場合、直ちに調
査を開始し、発生原因の究明に努めるとともに、施

設の改善指示や営業の禁止・停止等の必要な措置
を講じることにより、被害の拡大防止及び再発防止

を図ります。
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2

条例に基づく調査口勧告口公表等

消費生活
センター

○実績なし

2
す。

○ 消費生活相談情報等に基づき、市内で製造、流
通、販売されている食品等について、消費者の生
命、身体又は財産に危害を及ばし、若しくは及ぼす
おそれがある場合、関係部局と連携し、堺市消費生
活条例に基づき、事業者に対して報告徴収や立ち
入り調査等必要な調査を行い、必要な場合には、当
該商品の供給の中止・回収。公表等を指導・勧告す
るなど、危害の拡大防止及び再発防止を図ります。
また、緊急の必要がある場合には、報道機関への発
表やホームページヘの掲載等により、消費者に対し
て速やかに情報提供を行います。

住まいの安全性の確保

IWWI型鰺版策|の雨1聘1画1記載)世!螺
の新築等で、市民カ

霧I彩鐸鰊鰤下訳鴨
の啓発を行います。

023年度においては、該当するような事例がな
かったため室内のホルムアルデヒドの簡易測定は行
いませんでした。

○ 堺市内すべての保健センターで実施するアレ

ルギー喘息予防教室において計78回講習を行い、
1,248人の受講者にダニ・カビの防除方法などの住
居衛生対策について啓発を行いました。

○ 広報さかい8月 号に室内換気についての記事を

掲載し、市民に対して情報提供を行いました。

内空気環境の安全の啓発

環境薬務
課 (計画
策定時の

表記は
「環境衛
生課」)

の新築等で、市民から体調不良の訴えがあつ

た場合、室内のホルムアルデヒドの簡易測定を行
い、換気の指導啓発を行います。
○ アレルギー喘息予防教室を開催し、ダニ・カビなど
住居衛生対策について啓発を行います。

颯 雲Ч× 【

羹乗身瀞F査
されているか確識する必

に位置づけら
関6社に立ち入り検査を実施して、

な審査・検査が行われていることを確認しました。
建築確認申請の審査、検査

に行い、中間検査、
完了検査の検査率の向上を図ります。又、建築確認
申請の9割以上が民間機関で処理されているため、
こうした機関で的確な確認審査、検査が行われてい

るか、定期的な立ち入り等により、適宜再確認を
行つていきます。
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3

住宅・建築物耐震改修等の促進

建築安全
課

○ 無料耐震診断や各種補助金で耐震化を促進し

ます。
木造無料耐震診断    254戸
耐震診断補助(保育所等) 13棟
耐震改修補助(住宅)   49戸
耐震改修補助(保育所等)  1棟

○ 耐震改修の促進のため、キャンペーン

を強化する必要があります。○ 市民が主体となつて行なう耐震化の取組への支援
と、耐震化への阻害要因の解消や軽減を図ることを
基本に、耐震化への施策に取組み、昭和56年5月

以前に建築された木造住宅の無料耐震診断、その

他の住宅。建築物の耐震診断への補助や耐震改修
設計及び工事に対する補助を実施します。
○ 広幸ばさかい」やホームページ、リーフレットの各戸
配布により、耐震診断や改修に関する情報提供を
行うとともに、区民まつりや自主防災組織による催し
への出展や出前講座…を利用して耐震化の必要性
について啓発します。

4

建築物吹付けアスベストの調査口除去等工事支援

建築安全
課

○ アスベスト含有調査補助5件、アスベスト除去等
工事への補助6件を実施しました。

○ 補助利用件数が少なく、アスベスト補
助制度の存在のPRを強化する必要があり
ます。

○ 建築物に吹付けられた建材のアスベストの含有の
有無の調査及び除去等工事を促進し、安心して居
住・使用できる建築物を増加させるために、調査及
び除去等工事に補助を実施します。

5

老朽建築物の調査、指導

建築安全
課

○ 現場で老朽に伴う危険度の調査を行つた後、そ
の建築物の所有者を特定するための調査を行って

おります。建築物の状況に応じて老朽化した建築物
の所有者に適正な維持管理をするよう指導や勧告
等を行い、指導の結果、修繕や中には解体に至つ

た物件もあります。

○ 建築物を所有する市民が、老朽化し利
用できない建築物に至る前に対処できる
施策について研究してまいります。又、問
題の発生を未然に防止できるよう所有者に
対処を促していきます。又、課題として、調
査をするが、所有者に行きつかず、指導に
入れないケースになります。

○ 適正に維持管理されていない老朽化した建築物
は、倒壊の危険性や建材の落下。飛散など周辺の
生活環境への影響や、火災の発生の恐れ、良好な
景観の阻害など、多くの問題を引き起こす恐れがあ
ることから、当該建物の所有者の調査を行い、適正
に維持管理するよう指導を行ないます。
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③ ,肖費生活用品の安全性の確保

Ml%檸聰 1構‖I‐肝ヅ 匈 ⅢⅢ
譴瞑祠鰊lT:饉萌靱 閻鰤1:髪郭111躙洲‖脩地1策1暢怖1醐1細=記1勤ⅢI甫市蘊籍蕪輛

1

家庭用品の試買検査

環境薬務
課
(計画策
定時の表
記は「環
境衛生

課」)

○ 平成23年度は、一般に流通している規制対象
家庭用品を延41店舗、延314検体に対して試買検
査を行いました。

○ 弓|き続き、基準違反が発見されている
家庭用品を中心に試買検査を行うことによ
り、家庭用品の安全性の確保、消費者の

健康被害の発生又は拡大の未然防止に
努めます。

○ 衣類やエアゾール製品等の様々な家庭用品に含
まれる化学物質で、健康被害を起こす恐れのある有
害物質について規制基準を規定している「有害物
質を含有する家庭用品の規制に関する法律」に基
づき、一般に流通している対象家庭用品の試買検
査を実施します。
○ 基準違反が発見されれば、回収命令を含む監視
指導を行い、家庭用品の安全性の確保、消費者の

健康被害の発生又は拡大の未然防止に努めます。

2

電気用品販売事業者への立入検査等

消費生活
センター

○ 市内で電気用品の販売を行う事業者に対し、下
表のとおり立入検査を行いました。

立入店舗数 検査機種数 違反機種数

1 222

○ 弓|き続き、販売事業者への立入検査を

実施し、技術基準を満たさない電気用品
による事故の未然防止を図ります。

○ 電気用品安全法に基づき、事故発生のおそれが
多いとして同法で指定された電気用品について、市
内販売事業者への立入検査によつて技術基準適合
マークの表示を確認し、基準を満たさない製品の販
売を防ぐことで、事故の未然防止を図ります。

3

ガス用品販売事業者への立入検査等

消費生活
センター

○ 市内でガス用品の販売を行う事業者に対し、
表のとおり立入検査を行いました。

立入店舗数 検査機種数 違反機種数

1

○ 弓|き続き、販売事業者への立入検査を
実施し、技術基準を満たさないガス用品に
よる事故の未然防止を図ります。

○ ガス事業法に基づき、事故発生のおそれが多いと
して同法で指定されたガス用品について、市内販売
事業者への立入検査によつて技術基準適合マーク
の表示を確認し、基準を満たさない製品の販売を防
ぐことで、事故の未然防止を図ります。
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4

消費生活用製品の危害防止に係る調査等

消費生活
センター

○ 市内で消費生活用製品の販売を行う事業者に

対し、下表のとおり立入検査を行いました。

立入店舗数 検査機種数 違反機種数

○ 弓|き続き、販売事業者への立入検査を
実施し、技術基準を満たさない消費生活
用製品による事故の未然防止を図ります。

○ 消費生活用製品安全法に基づき、特定製品に係
る技術基準適合マークの表示義務や、特定保守製
品に係る表示義務。説明義務等に関して、市内事業
者に対する報告徴収や立入検査等を行い、消費者
の生命。身体に対する危害の防止を図ります。

5

条例に基づく調査・勧告・公表等

消費生活
センター

○実績なし ○ 弓|き続き、消費生活相談情報等から消

費生活用品の安全に関する情報を的確に

把握し、該当事案が生じた際には、関係部
局と連携して危害の拡大防止。再発防止を

図ります。

○ 消費生活相談情報等に基づき、市内で製造、流
通、販売されている消費生活用品について、消費者
の生命、身体又は財産に危害を及ばし、若しくは及
ぼすおそれがある場合、関係部局と連携し、堺市消
費生活条例に基づき、事業者に対して報告徴収や
立入調査等必要な調査を行い、必要な場合には、
当該商品の供給の中止・回収・公表等を指導。勧告
するなど、危害の拡大防止及び再発防止を図りま
す。また、緊急の必要がある場合には、報道機関ヘ

の発表やホームページヘの掲載等により、消費者に
対して速やかに情報提供を行います。

④ 関係機関等との連携
卿

穆
腔

笏俗 ‖‖IW'‖ⅢI脇策昴1湘1容(計1画嘉載:白
関係機関等との連携

消費生活
センター

○ 事故情報については、P10-NET等を通じて国
や他の自治体、国民生活センター等の関係機関と
の間で情報共有を行うとともに、法律の要件に該当

する場合には、消費者庁等の関係機関に直ちに通

知しています。

また、市民から寄せられた消費生活相談のうち、商

品等の安全性を確認する必要がある事案について

は、国民生活センターヘ商品テスト依頼を行いまし

た。(6件 )

○ 弓|き続き、消費生活相談情報等から消

費生活用品の安全に関する情報を的確に

把握し、該当事案が生じた際には、関係部

局と連携して危害の拡大防止
。再発防止を

図ります。

○ 商品やサービスの安全に関する情報について、
国、他の自治体、国民生活センター等の関係機関と
の間で情報の共有を図り、必要な場合には、当該機
関に対し、必要な措置を講ずるよう要請します。
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